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時下ますますご清祥のことと思います。また、日頃より、当財団の活動に

ご理解、ご協力をいただきまして、誠にありがとうございます。 

公共情報コモンズ合同訓練につきましては、昨年６月１２日(水)に初めて

実施をいたしましたが、本年も６月５日（木）に別添の通り実施を予定して

いますのでお知らせいたします。 

 

合同訓練における情報発信の状況は、コモンズビューワで閲覧できますの

で、公共情報コモンズの利用者におかれましては、是非合同訓練当日、閲覧

いただきますようお願いいたします。 

 

また、今後、各地域の情報発信者、情報伝達者の皆様には、訓練参加都道

府県より、訓練参加にあたってのお願いや、具体的内容のお知らせなどがあ

ることも想定されますが、ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

 

さらに、合同訓練は、訓練参加者の情報発信・伝達の習熟や広域での利用

に当たっての評価などのほか、公共情報コモンズを活用した新たなサービス

やシステムの試行や実証、ＰＲなどにもよい機会です。サービス利用者や協

力事業者の皆様で、新たなサービスやシステムの提供を予定されている場合

には、是非この機会を活用いただければと思っています。 

 

なお、現時点で、合同訓練にあわせた新たなサービスやシステムの試行や

実証などをご検討いただいている皆様におかれましては、ご多忙のところ恐

縮ですが、３月２０日（木）中に下記連絡先までご一報いただけますようお

願いいたします。以上、何卒よろしくお願いいたします。 

 

【本件連絡先】 

               一般財団法人マルチメディア振興センター 

                プロジェクト企画部 川喜多、小倉、山田 

     TEL:03-5403-1090  

         E-mail: commons-info@fmmc.or.jp
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別添 

 
平成２６年３月１７日現在 

 
平成２６年公共情報コモンズ合同訓練について 

 
１. 目的 

本年の合同訓練の目的は、昨年の合同訓練と同様、①公共情報コモンズ参加

者全体（情報発信者、情報伝達者の双方）での情報発信・伝達の習熟、②広域

的な情報共有や新たな利用への試行・評価、③未参加団体等への対外的なアピ

ール、の三点とします。 
 
２．日程 

平成２６年６月５日（木）（予備日は６月１２日（木））とします。 
 

３．都道府県の参加意向状況 

現時点で、合同訓練に訓練情報の発信・閲覧で参加したいと連絡いただいて

いるのは、下記の１６の都道府県です。なお、参加都道府県は、今後、追加、

変更等があることも想定しています。 
 
北海道、秋田県、福島県、新潟県、山梨県、静岡県、三重県、滋賀県、大阪

府、兵庫県、鳥取県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、宮崎県 
 （注：本文書送付後、群馬県からも訓練情報の発信・閲覧での参加の連絡がありました。） 
４．内容・形式 
（１）平成２５年合同訓練と同様に、「台風」の到来を念頭に、各訓練参加都道

府県でそれぞれシナリオを作成し、各市町村から訓練情報を発信する形式

とします。 
 
（２）情報伝達者側では、特にシステム連携を行っている事業者においては、

データ放送でオンエアするなど、実際に住民向けに訓練情報を伝達するこ

とを推奨します（これには、訓練情報を発信した市町村担当者自身がその

模様を視聴することで、積極的に情報入力する動機づけとなる効果も期待

しています。）。 
 

また、コモンズビューワによる情報閲覧を行っている事業者・団体におか

れましては、訓練情報を受信・閲覧し、有事の体制の確認やシステム整備の

検討等に活用することを推奨します。また、対応可能であれば、住民向けに

訓練情報を伝達してみることなども期待しています 
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（３）デジタルサイネージ、インターネット、スマートフォン等を利用した新

たな情報伝達手法など公共情報コモンズの情報を活用した新たなサービス

やシステムの試行や実証、ＰＲなどを検討している場合には、合同訓練の

機会を活用していただくことを推奨します。 
 
（４）自治体その他の情報発信者には、近隣自治体含め自身以外の情報発信者

の情報も受信・閲覧し、状況を広域的に把握できることをコモンズビュー

ワで確認していただくことを推奨します。 
 
（５）公共情報コモンズの利用に関しては、各地域における情報発信者と情報

伝達者との間の「顔の見える関係づくり」も一つの重要な要素であり、昨

年の合同訓練と同様、都道府県域内の自治体や地域のメディアへの合同訓

練参加に関する連絡等は、都道府県から行っていただくこととします。 
 
（６）各地域において、合同訓練の状況について、公共情報コモンズ未参加の

自治体・交通・ライフライン事業者・メディア等にも閲覧していただく機

会を設けることを検討します。 
 
５．その他 

   ４月１７日（木）（予定）の公共情報コモンズ運営諮問委員会作業部会の開

催に併せ、訓練情報の発信を予定する都道府県や新たなサービスやシステムの

試行や実証を行う事業者・団体で初めて合同訓練に参加される方を対象に、本

年の合同訓練の説明の場を設けることを予定しています（場所：当財団大会議

室。なお、対象者には、別途ご案内いたします。）。 
 

また、５月２２日（木）（予定）の公共情報コモンズ運営諮問委員会作業部

会（場所：当財団大会議室）では、合同訓練のシナリオや準備状況等のすり合

わせや確認を行う予定ですので、訓練情報の発信を予定する都道府県、訓練情

報の住民への伝達を予定するメディア及び新たなサービスやシステムの試行

や実証を行う事業者・団体の皆様にはご出席をお願いいたします（対象者には、

別途ご案内いたします。）。 
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